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１．はじめに 

 

本稿では、首都中枢の業務継続性確保の必

要性と、業務継続対策としての分散型エネル

ギーインフラの確保に着目して論述する。 

第２章では、国や都市の国際競争力の向上

が叫ばれる中、自然災害等の外力を受けても

経済・社会システムがすぐに立ち直ることが

できる能力「レジリエンス（Resilience：強

靭さ、しなやかさ、回復力）」の重要性が高ま

っていることについて論じる。 

第 3 章前半では、わが国の首都中枢機能が

集積する東京都心では、東日本大震災を受け、

業務継続に必要なエネルギー供給を担保でき

る、ガスコージェネレーションシステム（以

下、「コジェネ」という）等の分散型エネルギ

ーインフラの必要性が高まっていることにつ

いて考察する。 

現在、公表されている各種想定によれば、

首都直下地震等の大規模災害時には、エネル

ギーは 1 週間程度の備えが求められる。しか

し、備蓄燃料に頼る非常用発電装置の利用で

は十分に対応できないことから、耐震認定を

受けたガス専燃ライン*１と接続する拠点を、

既存公共空間活用により、都心に整備するこ

とを第３章後半、第４章で提案する。あわせ

て、民間事業者の参画を促すため、電力シス

テム改革と連携した平時の地域エネルギー事

業の環境整備や、災害時の機能、面的な需給

平準化を考慮した都市計画へのエネルギーの

視点の導入等を第５章で提案する。 

 

 

２．国際競争力の維持・向上に向けたレジリ

エンス確保の必要性 

 

１）国際競争力に比して危機管理力が低い日本 

世界経済フォーラム（ World Economic 

Forum）の「第 8 回グローバルリスク報告書

2013 年版（Global Risks 2013）」において、

国の国際競争力と、政府の危機管理力の関係

性を示す分析が公表された。この報告書では、

わが国は、国際競争力は相対的に高いものの、

政府の危機管理力は相対的に低いと評価され

ている。政府の危機管理力は、企業の競争を

支える社会インフラの安定性にも影響しかね

ない。1 つの分析事例に過ぎないとしても、

国際社会からこのような評価を受けている点

は憂慮すべきであろう。 
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*1 ガス供給系統評価委員会により評価されたガス導管をいう。総務省消防庁の告示第１号「自家発電設備

の基準」にて、「地表面水平加速度 400 ガルの地震動が加えられた後であっても燃料が安定して供給され

るものであること」と規定されており、上記委員会は、常用防災兼用ガス専焼発電設備にガス燃料を供

給する場合のガス導管の評価を行う。 
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図表１ 政府のリスクマネジメントの有効性とグローバル競争力指数のスコア 

 
出所）World Economic Forum「第 8 回グローバルリスク報告書 2013 年版」 

 

２）自然災害リスクが高いと評価される日本 

自然災害に注目した場合、国際比較におけ

る日本の持つリスクの高さは、より顕著に表

れる。国際連合大学（UNU：United Nations 

University）の「世界リスク報告 2013 年版

（The World RiskReport2013）」によれば、

日本の災害リスク指数は 173 カ国中 15 位で

ある。また、Swiss Re（スイス再保険会社）

によれば、都市圏単位の自然災害リスクの評

価結果（労働損失日数の値）は、東京・横浜

圏が世界 1 位（4.50）となっている。これら

の結果から、世界的にみても、日本は自然災

害リスクが高い国と受け止められていること

を改めて自覚する必要がある。 

 

３）中枢機能を担う政府・企業にとって求め

られるレジリエンス 

国として大きな自然災害リスクを抱えてい

る以上、国際競争力を維持・向上するために

は、特に自然災害リスクへの対応力を増すと

ともに、その対応力を世界に向けて発信して

いくことが求められる。 

前述の「第 8 回グローバルリスク報告書

2013 年版（Global Risks 2013）」では、「レ

ジリエンス」という言葉が用いられている。

わが国の国際競争力の維持・向上のためにも、

中枢機能を担う政府や企業が「レジリエンス」

を確保し、自然災害等の外力が作用しても、

すぐに立ち直ることができるインフラや仕組

みの整備が求められる。 

 

 

３．レジリエンス確保のための業務継続に係

る課題 

 

首都中枢機能のレジリエンス確保のために

は、政府や企業の中枢機能の BCP（Business 

Continuity Planning：業務継続計画）の実現

を確実なものとすべきであろう。 

 

１）首都中枢機能のＢＣＰ対策は大きな被害

軽減効果を生む 

内閣府の「首都直下地震緊急対策推進基本

計画（案）」（2014 年 3 月）によれば、政治
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中枢、行政中枢、経済中枢の 3 つの首都中枢

機能を担う機関として、図表２のとおり示さ

れている。 

 
図表２ 首都中枢機能と首都中枢機関 

 
出所）内閣府「首都直下地震緊急対策推進基本

計画（案）」（2014 年 3 月） 

 

内閣府では首都直下地震（都心南部直下地

震）の経済被害額のうち、生産・サービス低

下による影響（全国）を 47.9 兆円と試算して

いる。仮に、首都中枢機能における BCP 実

効性が 100％の場合、5 兆円分の被害軽減効

果が見込まれる。このように、首都中枢機能

の BCP 対策を、政策的に実施する意義は大

きい。 

 
図表３ 首都直下地震の経済被害における 

首都中枢機能確保による被害軽減効果 

 

出所）内閣府「首都直下地震の被害想定と対策につ

いて（最終報告）～経済的被害の様相～」

（2013 年 12 月） 

２）首都中枢機能の業務継続の最重要課題は

エネルギーの確保 

東日本大震災後に実施された各種調査結果

から、電力をはじめとするエネルギー供給が

業務継続性確保のボトルネックとなっている

ことは明らかである。例えば、内閣府の「特

定分野における事業継続に関する実態調査」

（2008 年、2010 年、2012 年の 3 回実施）で

は、「外部インフラ（電力等）や自家用発電機

等」をボトルネックとする回答が上位に挙が

っている。また、日本銀行が金融機関を対象

に実施した「業務継続体制の整備状況に関す

るアンケート」（2012 年 9 月）でも、業務継

続の実効性について「一部不十分な部分」に

係る設問で、「自家発電設備（燃料、冷却用水

の確保を含む）の整備」を挙げる回答が 47%

であった。 

このように、首都中枢機能の BCP を考え

るうえで、エネルギーの確保は最重要課題と

なっている。 
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図表４ ボトルネックの特定要素 

 
出所）内閣府「特定分野における事業継続に関する実態調査」（2008 年、2010 年、2012 年の 3 回実施） 

 

３）最新のシナリオでは発災後１週間程度の

備えが必要 

東日本大震災以降、BCP に資する 72 時間

運転可能な非常用発電装置や、それらを備え

たオフィスビルが注目されるようになったが、

もともと 72 時間という想定は官庁施設の防

災対策基準*２が発端と言われている。 

災害時におけるエネルギー需給を考えるう

えで重要なことは、現状の外部インフラ及び

非常用発電装置の継続運用可能時間と、BCP

で想定しているシナリオ（災害時のエネルギ

ー供給状況、途絶期間等）とのギャップを確
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認することであろう。 

直近のエネルギー分野のシナリオとして勘

案すべきものは、経済産業省が 2014 年 6 月

に公表した「電気設備自然災害等対策ワーキ

ンググループ中間報告書（案）」（産業構造審

議会保安分科会電力安全小委員会）が挙げら

れる。このうち、復旧期間が「1 週間程度以

内もしくは運転継続」となる東京電力管内の

発電所（一部、電源開発も含む）は 16 か所

中 3 か所しかなく、発電出力ベースでは 26％

に過ぎない。つまり、発災後 1 週間は、74％

の発電能力が失われる可能性がある。 

従って、想定すべきシナリオと現状の外部

インフラ及び非常用発電装置の継続運用可能

時間には明らかな差異があり、これを早期に

解決することが重要となる。 

なお、「政府業務継続計画（首都直下地震対

策）（案）」には、「停電、商用電話回線の不通、

断水は、1 週間継続」と記載されている。中

央省庁以外の首都中枢機能の業務継続につい

ても、同様のシナリオで議論することが妥当

ではないだろうか。 

 
図表５ 災害時の業務水準のイメージと 

電力供給シナリオ 

 

出所）各種資料より NRI 作成 

 

４．首都中枢機能の業務継続性確保に向けた

対応策 

 

１）「発電する街区」の整備 

前章までを踏まえると、首都中枢機能の業

務継続性担保には、エネルギー確保が重要と

いえる。 

これを実現するには、首都中枢機能が集積

する都心部では、大規模災害時の業務継続性

を担保するために、必要となるエネルギー関

連設備を一体的に備えた「発電する街区」の

ような方策が不可欠であろう。既存のインフ

ラの状況と、重要拠点の集積状況の双方を考

慮し、業務継続性を高める地区をあらかじめ

指定することも考えられる。 

震災から 3 年以上が経過し、政策的な首都

中枢機能の基盤強化に係る方向性は明確にな

ってきている。内閣府では、首都中枢機能維

持基盤整備等地区（緊急に整備等を行う必要

がある地区）を都心 4 区（千代田区、中央区、

港区、新宿区）として定めている。また、国

土交通省では、2015 年度概算要求に「業務継

続地区（BCD：Business Continuity District）

の構築」を盛り込んでおり、基盤整備に対す

る支援策の拡充が期待される。 

例えば、都庁や多数の企業本社が立地する

西新宿地区では、既存の地域熱供給の熱導管

スペースを活用し、地域冷暖房のセンターに

設置されたコジェネから都庁へ 3,000 キロワ

ットの電力供給を実施し、重要拠点における

電源の多重化を実現している。 

地域冷暖房区域であれば、熱導管が整備さ

れている。道路占用許可を取得できれば、熱

導管スペースに電力の自営線を敷設できるこ

とから、平時・災害時ともにエネルギーの活

用可能な地域の構築が期待される。 
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２）耐震性認定済みのガス導管と接続する「業

務継続地区」の整備 

仮に大規模災害の発災から 1 週間で、エネ

ルギー面で自立しなければならないとしても、

現実的に 1 週間分の燃料備蓄を都心部に確保

することは難しいと見込まれる。東日本大震

災の際のような渋滞が幹線道路で発生すれば、

燃料輸送ルートの確保も容易ではないだろう。 

一方で、ガス専燃ラインは、中圧導管*３の

耐震性もさることながら、東日本大震災の津

波でガス製造所が被災する状況でも供給が継

続できたため、災害時におけるエネルギー供

給の有力な手段の一つとして注目されている。 

図表６はガス専燃ラインと、首都中枢機能

維持基盤整備等地区である都心 4 区（指定行

政機関等（都庁・区役所を含む））、指定公共

機関、東証一部上場企業の本社所在地を重ね

合わせた地図である。重要な首都中枢機能の

拠点の多くは皇居を取り囲むように立地して

おり、ガス専燃ラインの整備も進んでいる。

ところが、千代田区北西部や中央区東部のよ

うに拠点の密度が高いながらも、近くにガス

専燃ラインが敷設されていない場所も存在す

る。同ラインが通過しているものの、拠点の

密度が低い場所（文京区、江東区等）もある。 

従って、ガス専燃ラインの沿線にコジェネ

を導入し、BCP に資する「業務継続地区」を

複数整備することが考えられる。あわせて、

各機関や企業が移転する際には、コジェネや

自営線等のインフラが整備済みの地区を念頭

に置くことが重要である。 

 

３）整備に係る公共空間の積極的な活用 

このような「業務継続地区」に必要なイン

フラの整備は、再開発や建物の建て替えに伴

う導入だけでなく、既成市街地でも実施して

いくことが望ましい。そこで、附置義務駐車

場、公開空地、高架道路下空間、公園地下の

公共空間等における必要な占用行為を認める

ことを提案したい。 

例えば、東京都内では附置義務駐車場の設

置台数の低減*４が 2013年から可能となった。

公開空地は、一般的に容積率緩和の要件*５だ

が、供給処理施設についても同評価の対象と

なっており、公開空地の活用が十分になされ

ない場合は、評価対象施設の範囲内での転換

を認める方策も考えられる。また、高架道路

下は、英国*６では道路空間とは見なされてお

らず、わが国でも同様の解釈を検討する余地

はある。公園地下は、東京都*７による舎人公

園（足立区）の地下へのガスコジェネ導入計

画等がある。 

前述のとおり、首都中枢機能の BCP 実効

性確保は、災害時の経済損失の回避に結び付

くため、公益的な観点からも検討を深めてい

くべきであろう。 

 

  

*3 製造したガスを高圧または中圧で送出し、ガバナステーション（ガス圧力を調整するための施設）で分

岐して、各地区へ都市ガスを送るパイプをいう。 
*4 建築物の建築に伴う駐車場設置基準の見直しの考え方（東京都）

http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/topics/h25/pdf/topi022/topi022_01.pdf 
*5 公共・公益施設の整備等の評価による容積率特例制度の活用状況（国土交通省）

http://www.mlit.go.jp/common/000206719.pdf 
*6 英・独における道路の利活用について（国土交通省）

http://www.hido.or.jp/14gyousei_backnumber/2011data/1104/1104rikatuyou_UK&BRD.pdf 
*7 都民生活を守る施設への自立分散型電源の設置（東京都）

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/policy_others/energy/docs/3_seikatsu.pdf 
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図表６ 都心部における災害時に重要な拠点とガス専燃ライン及び地域冷暖房区域の位置 

 

注）公表資料から判別可能な評価済みガス専燃ラインのみ抽出した。これ以外の中圧ラインは記載し

ていない点に留意されたい。 
出所）内閣府、東京証券取引所、東洋経済新報社、東京都環境局、内発協等より NRI 作成 

 

５．「業務継続地区（BCD：Business Continuity 

District）」の実現に向けて 

 

１）平時の地域エネルギー事業実現に向けた

環境の整備 

コジェネ等のエネルギー供給施設整備の新

規投資には、数億から数十億円規模の費用が

必要となる。防災対策専用とした場合には、

基本的に平時の収入はない。首都中枢機能と

はいえ、平時の収入がない設備に対する投資

を急速に行うことは難しく、経済性に関する

工夫が求められる。一方で、経済産業省では、

電力システム改革の議論が進められており、

エネルギービジネスの新規参入促進に向けた

環境整備が本格化するものと見込まれる。従

って、早期の整備を実現するには、災害時専

用ではなく、平時から利用できる近隣施設を

含めた地域エネルギー事業の実施可能な環境

を整えることも有効であろう。 

さらに、平時の事業化を阻む問題の 1 つと

して、燃料費が挙げられる。コジェネは火力

発電のため、原価のうち燃料費が 6～7 割を

占める。昨今の日本向け LNG（Liquefied 

Natural Gas：液化天然ガス）価格の高騰に

より、ガスコジェネの採算性は厳しい状況に

ある。従って、LNG 先物市場等のリスク回避

手段の早期創設が待たれる。 

また、ガス専燃ラインと接続するコジェネ

は、BCP 対策の効果を見込めることから、社

会的便益を考慮した固定価格買取制度の適用

といった追加的な支援策をエネルギー行政の

視点で行うことが考えられる。欧米では、主

に環境・エネルギーの政策的な観点ではある

ものの、すでに複数の国で類似の仕組みが導

入されている。わが国でも民間事業者等への

導入検討の余地はあると考えられる。 
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２）都市計画へのエネルギーの視点の導入 

都市へのコジェネ導入には、平時に電力需

要・熱需要のそれぞれが一定の密度で存在し

ていることが、事業経済性確保の観点からは

望ましい。ただし、都心部は熱需要が他用途

（ホテル・病院等）に比して相対的に小規模

なオフィスビル等が多く、通常は熱を使い切

ることができない。そのため、熱導管や蓄熱

槽といった、熱の販売先・貯蓄先が必要とな

る。熱のインフラがない地区で、電力確保を

主眼に大規模なコジェネを導入すると、事業

者が余剰熱を放出せざるを得ず、ヒートアイ

ランド現象の悪化を招くリスクがあることに

留意が必要である。 

これらを鑑みると、導入には、都市計画の

観点からの検討が重要と考える。例えば、都

市機能としてホテルや国際会議場等があれば、

災害時には業務継続に関わる要員が寝泊まり

できる空間ともなり得る。平時には、ホテル

や医療福祉施設等は熱需要が他用途に比べて

大きいため、コジェネ排熱を有効利用する主

体にもなり得る。あらかじめ決められた用途

に基づいて地区・街区を設計していくだけで

はなく、必要とされる防災性能や環境性能か

ら都市計画を随時見直すことが重要ではない

だろうか。 

 

３）街区のレジリエンスを高めるエリアマネ

ジメントの検討 

今後、「業務継続地区」を整備していくので

あれば、最新の被害想定シナリオに対応でき

るハードインフラだけでなく、シナリオ上の

「想定外」にも、柔軟に対応できるソフトイ

ンフラの整備も不可欠である。 

仮に、大規模災害発災時に、何らかの燃料

使用上の制約が発生した場合に備えて、ビル

オーナーやテナントが協働し、あらかじめ供

給の優先順位を付けておくルールづくりや対

応訓練をあわせて行わなければ、災害時には

機能し得ないだろう。 

現時点では、わが国にはエリアの「レジリ

エンス」を考え、平時から対策の提案や、災

害時におけるエネルギー供給計画の変更を実

行できる権限を有する組織はない。また、「『誰

が』、『どんな権限で』災害時の対応を行うの

か」についても明確ではない。街区のレジリ

エンスを高める強力なエリアマネジメントが

求められるのではないだろうか。 

 

 

６．おわりに 

 

本稿では、首都中枢の業務継続性確保の必

要性と、業務継続対策としての分散型エネル

ギーインフラの確保について述べた。 

具体的な方策として挙げた「業務継続地区」

の整備を推進するにあたり、政府や東京都は、

短期的にはガス専燃ライン付近への拠点整備

や公共空間活用といった誘導策を講じるべき

であろう。中長期的には、平時の経済性確保

や都市計画へのエネルギーの視点の導入、エ

リアマネジメント強化等の環境整備の推進を

図るべきである。そして、各種施策が講じら

れるタイミングにあわせて、民間が積極的に

事業化していくことで、業務継続性の高い都

市が構築されるものと考えられる。 

冒頭で述べたとおり、国際社会から見て日

本の自然災害リスクは高いと評価されている。

それに対して二重三重に備え、発信すること

こそが、わが国の国際競争力の維持・向上に

欠かせないのではないか。 
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